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論文
社会的市場経済と分配間題
丸 谷 冷 史
1. はじめに一一社会的市場経済の第三局面
1982年，それまでの SPD/FDP政権に替わりコール (H.Kohl)に率いられ
た CDU/CSUと FDPの連立政権が誕生し，（西）ドイツ経済は新しい局面
（「社会的市場経済」の第3局面 diedritte Phase der Sozialen Marktwirtschaft)を迎
えた。もちろんそれまでにたとえば連邦経済省の諮問委員会(Wissenschaftlicher 
Beirat beim Bundesministerium fir Wirtschaft)や「経済発展のための専門
家委員会」 (Sachverstandigenratzur Begutachtung der gesamtwirtshaftlichen 
Entwicklung) の報告書等でも従来の経済政策の方向転換を促す提言がなされ
ていた。また特定の出来事をもって時代区分をなすのは適切でないかもしれな
い。しかしコール首相のイニシアティヴの下に1970年代とははっきりと異なっ
たドイツ経済の舵取が始まったことには，誰も異論がないであろう。
「過去 100年の経験は，国家の活動を限定し個人の自由にまかせるようなも
のであればあるほど経済秩序は成功することを教えている。」
「社会的市場経済は，他のいかなる秩序にもまして，機会の均等，財産，経
済的豊かさおよび社会進歩を実現するに適した秩序である。」
「社会的市場経済はもっとも優れた経済形態であるばかりではない。それは
人間に適した秩序でもある。社会的市場経済は市民に努力を求める。しかし市
民を意のままにしようとするものではない。」
「社会的，キリスト教的そして自由主義的思想の統合は，大成功をおさめた
ドイツの戦後政策の時代を特徴づけるメルクマールであった。·…••この相続財
産の上に我々は築きあげねばならない。そして今日なさねばならぬことを行う
43 
786 闊西大學「継清論集」第44巻第5号 (1995年 1月）
力を獲得しなければならない」1)といった彼の言葉からもその方向は明らかであ
る。
そして新政権の政策としてたとえば
経済政策，社会政策に長期的に安定した枠条件を設定し，政府の仕事をその
固有の任務に限定すること
国営事業の民営化，官僚主義的な許認可業務の効率化とその他のすでに意義
を失った様々な投資規制の撤廃，中小経営の競争力の改善
財政の運営については統合整理のための明確な基準を設定し，歳出拡大の抑
制，民間投資および雇用促進効果の大きい支出が優先されるようにしたこと
市場の動向に即した資源配分がなされるように補助金を漸次削減・廃止する
こと
社会保障制度の財政問題に対処するため各レベル政府間での調整を行うこと
技術革新，投資，その他生産性向上の誘因となるような税制改革に着手
などの動きがみられる。モリトール (B.Molitor)がいうように，これらのコー
ル首相の言葉にはエアハルト (L.Erhard)に直接つながる響きがあり，執られ
た施策には秩序政策の時代の復活を思わせるものがある丸
コール首相による新自由主義的方向への転換がなされてすでに10年以上が経
過した。コール政権の10年間に関する各種の統計資料もすでに公表され，経済
実績によるその評価が固まりつつあるようである。東西ドイツの統一を機にす
でに多くの報告がなされているが，本稿もまた80年代のドイツ経済の一断面を
分配問題を中心に考察するものである。
2. 社会的市場経済の構想
上にコール政権の基本的政策スタンスを新自由主義的と述べたが，実はドイ
ツの新自由主義は，例えばフリードマン (M.Friedman)のシカゴ学派に代表さ
1) Kohl (1993)ただし Molitor(1993)より引用。
2) Molitor (1993) S. 1 
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れるような英米のそれとは，かなり性格を異にするものである。ドイツの新自
由主義者の考えは，凡そ次の三点に要約できる丸
(1) 市場の「社会的」機能
私有と競争原理に基づく市場体制は，単に経済効率の面で優れているだけで
なく，人間の本質である人格的自由に適った秩序であり，勢力支配の抑止や分
配面においても優れた機能を発揮しうる。私有財産は自由で自律的な生活形成
の基盤であり，国家や他の社会的勢力の恣意的な干渉からの防波堤でもある。
財産は勢力支配の原因にもなりうるが，有効競争の下では，業績すなわち社会
的貢献に応じた分配が実現されるゆえに，勢力の濫用に基づく財産の集積はか
なりの程度回避される。そして「私有財産は弊害を招くかもしれないが，集団
的所有はこれを招くに違いない」というのはオイケン (W.Eucken)の言葉で
ある。
(2) 社会的諸政策の必要性
市場体制が資源配分の効率性および社会的機能を発揮しうるためにはレッセ
・フェールの体制ではなく， 「出発条件」の均等化をはじめ， 「市場の限界問
題」（市場の失敗）に対処するための諸施策を必要とする。上で業績に応じた分
配と述べたが， これは所得の格差（その意味での不平等）を意味し， 所得格差に
由来する財産の格差および相続による財産の集積はさけられない。ただしこの
ような性格の財産分配の不平等に対する考えは，新自由主義者の間でもかなり
の開きがある。たとえば，ハイエク (F.A. Hayek)やフリードマンがそれを当
然のこととするのに対して， ドイツ新自由主義者の多くはそれは公正ではある
が，改善を必要とすると考えている。
(3) 秩序政策が原則
しかしそのような施策は，市場活動に直接干渉するような，いわゆる経過政
策ではなく，制度を整える秩序政策が中心となる。というのも，経過政策は長
3) ドイツ新自由主義と社会的市場経済の理念については拙稿 (1994)を参照せよ。
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期的には市場の機能を麻痺させる傾向があるからである。社会学的には人々の
国家への依存を助長して自律的な生活態度を喪失せしめ（モラル・ハザード），政
治学的には有力利益集団による政策の誘導や歪曲の危険の存在が強調される。
このようであるとすれば，新自由主義的政策構想には，当初より多くの懸念
が表明されたのもある意味で当然であろう。それが経過政策に消極的であると
すれば，景気安定や経済成長に失敗するのではないか。分配の格差増大に有効
な歯止めがかけられないのではないか，等々。これらは社会主義者だけではな
く，たとえばケインズ派の人々からもでてくる疑問であろう。また新自由主義
者は真の市場経済は「人の本性」にも合した秩序であるというが，彼らは本来
多元的である「人の本性」を一面的に把握し，個人格の自由の面のみを強調す
るという誤りを犯しているのではないか4)。 これはカトリック社会論や新社会
主義から繰り返しなされてきた批判である。
これらの疑義や批判はそれなりの根拠をもっており，とりわけ政策実践の担
当者にとっては重く受けとめられてきた。実際「社会的市場経済」という言葉
を創出したミュラー・アルマック (A.Mtiller-Armack)も，オイケンやベーム
(F. Bohm)等のフライブルク学派の人々に比べ， よく言えば柔軟で幅の広い
考えを有していた5)。新自由主義の理念と政策実践の間を繋ぐものとして，
1952年から63年までエアハルトとともに連邦経済省で任務についていたミュラ
ー・アルマックの構想には興味深いものがある。「社会的市場経済」に対する
彼自身の表現は，こうである。「社会的市場経済の意味は， 市場において自由
の原理を社会的掏衡の原理と結合することである」6), 「社会的市場経済，それ
4) ドイツ新自由主義においても社会的目的， たとえば社会的正義や連帯性 (soziale
Gerechtigkeit und soziale So!idaritat)が立てられないわけではない。 しかしそ
れは人格的自由から演繹されるものであって， 新社会主義やカトリック社会論のよ
うに人格の自由とは別の側面として把握されるものではない。Vgl. Andreas M廿lier-
Armack (1990) S. llf. 
5)この点の特徴をもっともよく表しているのは Miiller-Armack(1950b)である。
なお Tuchtfeld(1982)も参照せよ。
6) Miiller-Armack (1956) S. 243-245 
46 
社会的市場経済と分配問題（丸谷） 789 
は市場経済のルールにしたがって営まれる。しかしそれは社会的補完と安全装
置を備えた経済である。…•••他のどのような社会秩序といえども，この経済で
実現されるほどの物的生産性と技術進歩を人格的自由および社会的形成の可能
性と結合させうる秩序はない。」7)
彼は市場経済のもつ社会的機能を高く評価するとともに， しかし市場機構だ
けでは解決しえぬ社会的課題もあると考えていた。以下の引用8)は， そのこと
を端的に示している。「今や古い偏見を捨てるべき時である。……市場経済は
全く反社会的である，すなわち経済的強者に仕える秩序であるという見解にも
はや拘泥する必要はない。経済統制の下にある多くの分野はそのような批判に
さらされようが，現実に競争秩序が機能しているところでは，その主張の論拠
は妥当しないのである。しかしまだ制御がなされていない市場経済がすでに全
ての意味で満足しうる秩序である，というのも誇張である。交換機構は形式的
装置であって，もしそれへの意識的な制御のために努力がなされなければ，完
全に満足のいく社会的解決を自動的に成し遂げうるようなものではない。」「市
場経済秩序が社会政策に関連してなしうることを問うならば， そのいくつか
は，市場経済の秩序自体によって可能であるが，他のものは市場経済に特殊な
制御を加えることによって初めて達成しうるものであることが明らかになる。」
彼は社会的補完制度と安全装置について具体的にはどのように考えていたの
であろうか9)。 雇用および分配面に関連していえば次のようである。雇用と分
配にとってまず重要なことは景気の安定であるが，諸価格の固定と政府投資に
よって完全雇用を達成しようとするような施策は拒否されなければならない。
そのようなプランは長期的には市場機能を麻痺させるゆえに生産は却って減退
するから消費者にとって不利であるばかりでなく，割り当てと許認可による拘
束の体制に移行せざるをえないからである。 これに対したとえば公開市場操
7) Miiller-Armack (1948) S. 194 
8) Miiller-Armack (1946) S. 130 
9) Miiller-Annack (1946) S. 160ff. を参照。
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作による景気安定政策は経済体制の変質を誘引することがなく，過去において
もすでに一定の効果をあげている施策である。ただ金融政策は，経済主体の反
作用を前提としており，それのみでは十分な効果を期待できない場合もありう
る。そのような場合においては減税，奨励金，政府投資等の手段の投入が必要
になる。しかしこのようなタイプの景気政策によって調節される市場経済は管
理（統制）経済とは区別されるものである。施策の投入にあたっては， 超過需
要を創出したり財政赤字の累積を引き起こさないような配慮が必要であり，こ
のような施策は一種のカンフルであって薬剤ではないことを確認することが重
要である，とこのように述べている。ミュラー・アルマックにおいていわゆる
「呼び水政策」とケインズ政策がどの程度区別されていたかは，なお議論の余
地があるが，彼は基本的には市場の調整能力を信頼し，なんらかの原因によっ
て経済が均衡成長経路から離脱した場合に限って，積極的財政政策が一時的に
発動されねばならぬと考えていたことは明白である。
賃金政策に関しては，彼は次のようにのべている。 「（市場経済に整合的な）賃
金政策といっても，賃金政策的な拘束を全て拒否することを意味するものでは
ない。恣意的な賃金下落を避けるために，いわゆる秩序説 (Ordnungstaxe)と
して国が均衡賃金(=労働生産性にみあった賃金）に等しい水準の最低賃金を定
めることは何ら問題がない。」 さらに構造的に失業が存在する場合に， 雇用状
況の改善がみられるまで賃金保護がなされることもまた容認される。「市場に
おける所得形成が社会的に望ましくないと思われる所得格差をもたらすことは
疑問の余地がない。それを是正すべきであるという点で，管理経済と市場経済
で違いがあるわけではない。ただ是正のための手段に関して考えが違うのであ
る。」一般的な賃金や価格の統制よりは高所得者と低所得者の間の直接的な再
分配の方が望ましい。高額所得への課税を原資とする児童手当，家賃補助金，
住宅建設補助金等は，市場整合的な介入の例である。というのもこのような措
置に伴う購買力の移転は経済的業績の計算システムを撹乱することがないから
である。彼は基本的に経済の安定と効率をマクロ政策的な誘導によって実現し
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その必要を減じることをより重視するが， 社会政策全般について同様の議論
が応立することを示唆している。彼はまた経営における労使の共同決定 (Mi-
tbestimmung)にも積極的に賛成しているが10)' それも雇用および賃金の安定
に貢献するであろう。
3. 社会的市場経済の現実
こうしてミュラー・アルマックにあっては経済政策の内容はかなり広いもの
となり，社会的市場経済の第二局面11)において主役に立つ新社会主義のそれと
ほとんど差のないものとなっている。そしてその提言のかなりの部分は現実の
政策実践の中で生かされたのである。その意味では社会的市場経済の第一局面
と大連立 (1966/69)以後の SPD主導の第二局面 (1969/82)との相違は， 質的
というより量的なものともいえる。 しかし第二局面においては総需要管理政
策と社会政策が本格的に展開され，名称こそ「社会的市場経済」がそのまま引
き継がれるが．実質はいわゆる福祉国家（ドイツでは Sozialstaatとも呼ばれる）
に変質する12)。そしてミュラー・アルマックのプログラムにはなかった協調行
動 (konzertierteAktion)の制度化も実現され，雇用および賃金の決定が政策的
にコントロールされるようになった。シラー (K.Schiller)が「オイケンとケイ
ンズの総合」と呼んだ第二局面は， しかしながら，世界経済の激動の余波を受
けたこともあって，その成果は決して良好なものではなかった。経済成長，雇
用，物価，財政収支の諸項目は経時的に悪化し第二局面を象徴する制度であっ
た協調行動と中期財政計画を柱とするマクロ的誘導 (Globalsteuerung)も70年
代にはほとんど機能しえなくなった。
政策に関する一般的評価としては．マネタリズムの観点からの総需要管理政
10) Miiller-Armack (1950) S. 120f. 
11)社会的市業経済の第二局面はミュラー・アルマックにおいては戦後の混乱期を経てド
イツ経済が本格的発展期にはいる1960年前後からの時期を指している。因に彼の「社
会的市場経済の第二局面」という表題をもつ論文が発表されたのは1960年である。
12)法治国家から社会国家への変質については，野尻 (1974)を参照せよ。
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策への批判と，新政治経済学 (NeuePolitische Okonomie)の角度からの社会国
家（福祉国家）批判が重要であるが， これらは基本的にフライプルク学派のテー
ゼでもあった。 このような状況を背景にドイツ経済の活性化を図ろうとすれ
ば，第二局面での行き過ぎを是正し再び第ー局面での政策運営に復帰すべきで
あるという議論が，次第に力をもつに至ったことも理解しうる。
第 1図は 1955年から82年の期間における経済成長率 (1985年価格での実質GN
P成長率）と失業率の推移である。 60年代と70年代では成長率にはそう大きな相
違はないが， 失業率は70年代後半に急上昇している。第 2図は一般政府（政府
十社会保険）の歳出と歳入の推移であるが， この第二局面に至って生じた急激
な財政の悪化が国民負担を急増させた（なお社会保険はこの間も黒字である）。 雇
用や成長で見るべき成果がなく，財政負担が著しく増加したことが第二局面に
おける政策運営への厳しい批判となったのである。他方分配面はどうであった
かといえば，第 3図に示したように第二局面では労働所得の分配率が着実に上
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第1図経済成長率と失業率
50 
社会的市場経済と分配問題（丸谷） 793 
対GDP比率％
54,0 .
52,0 .• 
誓：~:~::
o. 46,0 .
~44,0·· 
ro 42,0 .
~40,0·· 
＄ 
< 
c: 38,0 .
36,0 .
34,0 .
32,0・ 
30,0 
1960 62 64 66 68 70 72 74 76 78 80 82 84 86 88 90 92 
?
出所： B. Molitor [ 4 J S.15. 
第2図 歳入／歳出の推移
昇している。きわめて興味深いことには， この間総労働所得（賃金・俸給＋賃金
税＋雇用者負担の社会保険料＋雇主負担の社会保険料）の分配率は上昇しているが純
労働所得（賃金・俸給）の比率は横ばいであった。両者の差は主として社会保険
料等の制度的要因によるものであるから，第二局面における分配率の変化は政
策的にもたらされたものといえる。このことは人的分配を考察することによっ
て，いっそう明確になる。ただドイツの場合，資料面からの制約のために，人
的分配を時系列的に分析することはかなり困難で断片的な考察ができるだけで
ある。本稿で利用した資料は1960年代の初めから連邦統計局が数年毎に行って
いる家計調査である13)。この資料には家計純所得と総所得の両者が示されてい
る。前者は後者から（強制）社会保険料と家計に対する直接税を控除してえられ
13)連邦統計局はこれまでに1962/63,1969, 1978, 1983, 1988の5回にわたって所得，
資産，消費実態調査を行いその報告書を刊行してきた。 StatitischesBundesamt : 
Einkommens-und Verbrauchsstichprobe各年版
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第3図分配率の推移 (1955/82)
る14)。前者の中には国からの移転所得が含まれている。したがって，政府部門
から家計部門への移転支払い分を総所得から控除した金額 Y2と総所得 Y1の
差額が，政府部門による直接的な再分配効果となる。第 1表はそのようにして
計算した所得に関するジニ係数で G1はY1に， G2は店に対応する。ジニ係
数は所得階層数に依存するので相互の比較は注意を要するが，表では再分配効
果 (G2と G1の差）が第二局面以降10彩を越えるようになったことと， 第二局
面でジニ係数は低下するが第三局面で再び上昇していることが確認される。労
働分配率の低下が分配の「悪化」を意味するかどうかは価値判断の問題である
が，少なくとも「社会的市場経済」の立場からは，そのように判断すべきであ
14)家計総所得 (Haushaltsbruttoeinkommen)はその年度における家計の全収入から
財産譲渡，財産・所有物品の売却による収入，信用借入金，統計的不突合を差し引い
た金額である。全収入の中には政府部門からの移転所得（各種年金，保険金，手当，
援助金など）が含まれる。
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第1表ジニ係数
G 1 G 2 
0.5685 0.6361 
0.3452 0.4488 
0.4963 0.5849 
0.4783 0.5938 
0.5616 0.6835 
（注） Glは再分配後， G2は再分配前のジニ係数。
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I 階層数
6 ， 
16 
17 
7 
資料 Statitisches Bundesamt: Einkommens-und Verbrauchsstichprobe 
Heft 4: Einnahmen und Ausgaben privater Haushalte 
1962/63, 1969, 1978, 1983, 19競年版
ろう。
4. 分配率低下の諸要因
ともあれ第三局面への移行と並行して労働分配率が急速に低下したことが第
4図に示されている。ただしそのことをもって，新自由主義的経済運営そのも
のの欠点としうるか否かにはなお検討すべき事項が幾つか残されている。たと
えば第 5図で欧州主要国の分配率の推移が比較されているが， ドイツとは異な
る政策方針をとったフランスやオーストリアにおいても80年代には分配率が低
下しており，逆に類似の政策転換をしたイギリスでは変化のパターンがドイツ
とは異なっている。我が国も政策の切り替えではドイツに近いといえるが，分
配率は逆に上昇傾向を示している。
前節で論及した社会政策的再分配は別として，はじめに経済政策と機能的所
得分配の関連について議論されねばならない。機能的所得分配はそもそも市場
過程で決定されるものであるから，政策とそれとの関係は弱いという議論も少
なくない。しかし最低賃金制度や種々の労働条件の法的設定は賃金に影響を及
ぽさずにはいない。尤も最低賃金制度は名目賃金であるのが普通であるから市
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資料： Sachverstandigenrat zur Beachtung der gesamtwirtschaftlichen 
Entwicklung, Jahresgutachten Jg. 1973/74, 1992/93. 
第4図分配率の推移 (2)(1955/99) 
場の反作用によって実質賃金はそれより僅かしか影響されないであろう。他
方労働条件の方は部分的に現金支給賃金と競合し所得統計にはその一部しか
反映されない。第二に協調行動制度の下では賃金，雇用，価格に関する調整が
試みられたが， このような制度の導入や活性化は直接所得分配に影響する。第
二局而での純労働分配率の動きは機能的分配を安定させる（所得政策のタームで
いえば生産性の上昇に見合った賃金設定）という協調行動の基本方針と矛盾するも
のではない。これに対して共同決定の方はより労働組合寄りの所得形成と労働
条件の改善につながる可能性がある。ただこれがマクロ的雇用の拡大につなが
るかどうかは状況によって異なり，経営内の労働条件の改善が展用制限となる
ことも考えられる。第三に規制の強化または緩和は生産活動に影響し，労働市
場で決定される賃金と雇用に変化を生じさせる。また規制は生産の産業間構成
を変化させる可能性があり，
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資料： Sachverstiindigenrat zur Beachtung der gesamtwirtschaftlichen 
Entwicklung, Jahresgutachten Jg. 1973/74, 1992/93. 
第5図分配率の国際比較
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産技術が新しい環境基準を満たさなくなり，他の生産技術に代替される場合は
・産業連関過程を通じて産出構造を変化させるであろう。産業間で労働／産出比
率，付加価値率，賃金率はすべて異なるから，産出構造の変化は当然国民経済
全体としての雇用および賃金率を変化させ，そのことによって分配率に影響す
るであろう。補助金や研究開発の援助等も同様の効果をもたらす。第四に財政
金融政策が民間経済に及ぽす諸影響である。これについてここで多くを述べる
必要はないであろうが， 社会的市場経済の局面転換の最大の争点となったの
は，この問題であったことを強調しなければならない。そして最後に対外政策
である。 ドイツはこれまでどの政権においても自由貿易拡大政策をとってき
たから， この面での政権交替に伴う影響は少ないが， EC,EUの拡大，東側
諸国との関係はドイツの産業構造に決定的な変化をもたらすであろう。
こうして経済政策のあり方が雇用および所得形成に重要な影響を及ぼすこと
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は否定の余地がないが，その因果関係を把握することは容易ではない。そのよ
うな影響の多くは労働所得のみならず，その他の所得に対しても生じるから分
配率への効果の確定は質的にも困難である。そして分配率に影響を及ぽす他の
要因が加わるからこれと政策の影響とを分離しなければならない。
分配率の変化についてよくなされる説明は経済成長率ないし景気の動向との
関連である。それ自体経済政策に依存する部分が大きいのであるが，労働協約
で規定される賃金については一定期間硬直的であるから，好況時には分配率は
低下し，不況時には上昇するという動きがあることはよく知られている。たと
えば，丸尾教授は我が国における労働分配率と経済成長率の間に強い負の相関
を見いだしている15)。ドイツについても第三局面入って景気が回復し成長率が
上向いたこと，統一後景気後退とともに分配率が上昇に転じたことなどは，成
長と分配率の説明をもっともらしくする。少なくとも短期的にはそのようなこ
とが言えそうであるが， ドイツの場合たとえば1970年から統一までの20年間に
ついてみると相関係数は一0.197で両者の関係は希薄であった。 というのも好
況期には，賃金率上昇の遅れとともに雇用の改善がみられるからである。因に
同じ時期の賃金率と経済成長率の相関係数は一0.832で， こちらの関係は明白
である。したがって賃金率と雇用の変化を同時に考慮する必要がある。
経済政策の変容が賃金率，労働時間，雇用に影響し，賃金率および労働時間
が雇用と相互依存の関係を有し……といった，関係全体についての分析は筆者
の積年の課題であるが，本稿ではその全過程の一部について最近試みた分析16)
の結果をここに引用したいと思う。その分析においては第三局面においては市
場で決定される労働所得の分配率が1982年を境に下降に転じたことを念頭にお
いて，市場整合的な政策手段と機能的所得分配の最も重要な接続点は，産出
高の水準とその部門間構成（産出構造）であるという考えの下に，産出高の増加
と産出構造の変化が雇用の変化を通じて分配に影響を与えるという構成がとら
15)丸尾 (1993)P. 237 
16)拙稿 (1995)も参照されたい。
56 
社会的市場経済と分配問題（丸谷） 799 
れている。そして産出および産出構造，労働／産出比率，賃金率，付加価値率
の変化が労働所得と分配率に及ぼす影響の相対的重要性を考察した。したがっ
てそこでは，経済政策の直接的効果は把握されていないが，その経済全般に与
えた影響が間接的に考慮されている。社会的市場経済の構想が本来，個別的施
策効果ではなく経済の全般的運営を重視するという観点に立ては，必ずしも政
策評価として的外れではないであろう。
さてこのモデルでは産出およびその構造は，最終需要が与えられると産業連
関過程を経て決定される。
(l X=(I-B)-1戸
ここで Xは各部門産出高ふのベクトル， Iは単位行列，戸は最終需要ベ
クトルである。 Bは投入産出係数（妬=X;;/X;)の行列である。ただし我々の
モデルにおいては国産品の投入産出関係に焦点が絞られておりこれらの記号は
すべて国産品に対応している。 13ページで，国際競争力の変化も少し論及した
が，このモデルにおいては次の仕組みで輸入代替の影響が考察されている。仕
組みの一つは投入産出係数如の次の形への分解である。
(2) b; = X;;/ X; 
=[X;;/(X研 M;;)]・[(X;;+M;;)/X』
=x;;-a;; 
ここで初は産業関連表の各セルにおける国産品比率， a;;は通常の投入産出
係数である。通常産業連関分析においては a;;の安定性と，全ての輸入品に関
して輸出を除く国内需要に対する比率の安定性が仮定されている。 後者と X;;
の安定性の仮定を比較すると，通常の方法は全てのセルにおける当該輸入原材
料の比率が一定であることをインプリシットに含んでおりむしろ厳しい仮定と
もいえるであろう。いずれにせよ，ことに本稿のように基準時点と比較時点で
の係数変化を対象とする分析において妬の短期的安定性は許容される範囲の
仮定といえよう。 (2)によって技術変化 (a;;の変化）と中間投入財に関する国際
競争力の変化 (X;;の変化）を分離することができる。仕組みの第二は最終需要
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における輸入品との競合であり，これは基準時点での国産品比率が変化しない
と想定した場合の比較時点での国産品に対する最終需要を計算し，それによる
産出誘発額を算出することである。この両者を結合することによって輸入面で
の国際競争力の変化の影響を把握しうる。第2表はそのような仮定の下で計算
された産出額と現実値との比較の要約であり，数値が 1より大である場合は輸
入代替が進捗したことを意味している。
最終需要や投入産出係数の変化が各部門産出高に及ぼす変化の計測について
は幾つかの方法があるが，ここでは次の関係を利用した。
(3) DX=L戸(DF+DA・Xi。)
ここで DX=X1-Xi。は産出高の変化， L1=U-A1)はレオンチェフ行列，
DF=F1-F。は最終需要の変化， DA=A1-A。は投入産出係数，すなわち生産
技術の変化を表す。添字1は比較時点， 0は基準時点を表す。第3表に計算結
果を示した。
このようにして産出高が決定されると，労働／産出係数を媒介として雇用量
（就業者数）と，付加価値係数によって粗付加価値額ないし総所得が同時に決定
され，就業者数に賃金率を乗じて労働所得が求められる。労働所得と総所得の
比をとれば労働分配率がえられる。基準時点および比較時点の係数を使用した
計算結果の差が，それぞれの係数の変化が分配に与えた影響である（第4表，第
第2表輸入代替の産出高に対する効果
期間 I w 産出高（計算値） (B) 産出高（実績） I (C) 代替効果 A/B
百万マルク 百万マルク
2190200 2198610 0.9962 
2975842 2921260 1. 0189 
3707734 3632920 1.0206 
3995461 3968270 1.0069 
（注） 産出高は期間末の金額，計算値は輸入代替が生じなかったと仮定した場合の推
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定産出高。代替効果欄は1より大のとき輸入代替によって産出高の減少が生じ
ていたことを示す。
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5表）。
第 2表によれば75年以降， ドイツ経済における輸入品の比率が徐々に上昇し
ている。しかしこのことは，直ちにドイツ経済の国際競争力低下を意味するも
のではない。というのも国際競争力は輸出面の変化と総合して考える必要があ
第3表産出高変化の要因
期間 I産出高増加額 I 最約鰈変化の寄与 I 技術変化の寄与
百万マルク
761362 741851 (97.4%) 19511 (2. 6%) 
722650 816984 (113. 1%) -94334 (-13.1彩）
711660 737389 (103. 696) -25729 (-3.6彩）
335350 373757 (111. 5%) -38407 (-11.5%) 
（注） 輸入代替の効果は最終需要変化と技術変化の両者に含まれる。
第4表労働所得変化の要因
期間 I賃 金 率 I 労働／産出比 I 産出高構成比
1970/75 0.585 1. 811 0.979 
75/80 0. 726 1. 260 1.063 
80/85 0.826 1. 281 1.006 
85/88 0.941 1.039 0.985 
（注） 各項目が変化しなかった場合の労働所得計算値の期間末実績値に
対する比率。
第5表分配率変化の要因
期間 1分配率（実績） I 賃金率 1労働／産出比 1産出高構成比 I付加価値率
1970/75 0.573 0.355 0.561 0.914 
75/80 0.616 0.447 0.654 1.003 
80/85 0.582 0.480 0.585 0.986 
85/88 0.572 0.538 0.564 1.030 
（注） 各項目が変化しなかった場合の労働分配率（計算値）
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るからである。今回の分析では総合的な結果をとりだしていないが，第2表の
動きは国際的な相互依存関係が密になった結果と判断すべきかもしれない。
第3表の産出高に対する影響では最終需要変化が生産技術の変化を凌いでい
る。これはむしろ常識的な結果であろう。そして後者は産出高縮小の方向に作
用しているが， その意味は一定の最終需要を提供する必要な産出量（資源使用
量）が技術変化の結果減少している， つまり全体として生産性が上昇している
ということである。本稿ではその詳細は割愛するが，生産技術の変化に関して
も部門レベルでは影響の方向は一様ではない。
第4表では賃金率を除いて各比率の労働所得に対する影響の方向は時期によ
って変化しており総括することはできないが， 1より大きなケースは労働所得
を引き下げる方向に， 1より小さなケースは押し上げる方向に働いている。
第5表では賃金率と1988年の産出構造を除いて，各項目は分配率にマイナス
の影響を及ぽしている。第 5表とは異なり，この表では付加価値率が分母で変
化しているために単独の効果とはなっていない。そして付加価値率の変化と賃
金率の変化が相対的に大きな影響を与えていたことが読み取れる。
今回の分析では産出高およびその部門間構成が変化した場合の賃金率に対す
る影響が扱われていない。それは各部門に対する労働供給のデークがえられな
かったためである。そのため産出高の効果が過小評価されていることに注意し
なければならない。計算結果の詳細については， 拙稿 (1955)で改めて報告す
る予定である。
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